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貸借対照表 
(2024年 12月 31日現在)   

 (単位：百万円) 

 

                                                                                    
  

科 目 金 額 科 目 金 額 
(資産の部)  (負債の部)  

流動資産 39,700 流動負債 11,783 
現金及び預金 1,714 買掛金 3,071 
電子記録債権 8 リース債務 72 
売掛金 12,552 未払金 3,932 
商品及び製品 4,788 未払費用 607 
貯蔵品 709 未払法人税等 145 
前払費用 1,064 未払消費税等 33 
未収入金 414 契約負債 2,528 
短期貸付金 50 前受金 33 
関係会社短期貸付金 18,401 預り金 270 
その他 31 賞与引当金 915 
貸倒引当金 △35 資産除去債務 2 

固定資産 36,791 その他 169 
有形固定資産 17,571 固定負債 1,780 
建物 6,003 リース債務 114 
構築物 348 退職給付引当金 322 
機械及び装置 1,629 役員インセンティブ報酬引当金 46 
車両運搬具 4 資産除去債務 363 
工具、器具及び備品 819 その他 933 
土地 8,593 負債合計 13,563 
リース資産 170 (純資産の部)  

建設仮勘定 0 株主資本 62,928 
無形固定資産 2,198 資本金 10,795 
商標権 4 資本剰余金 11,706 
ソフトウエア 1,900 資本準備金 11,706 
その他 293 利益剰余金 40,427 

投資その他の資産 17,021 利益準備金 267 
投資有価証券 20 その他利益剰余金 40,159 
関係会社株式 7,276 別途積立金 30,421 
長期貸付金 12 固定資産圧縮積立金 0 
関係会社長期貸付金 8,880 繰越利益剰余金 9,737 
長期前払費用 12   
繰延税金資産 2,141   

その他 693   

貸倒引当金 △2,015 純資産合計 62,928 
資産合計 76,492 負債純資産合計 76,492 
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損益計算書 

自 2024年 ４月 １日 

至 2024年 12月 31日 

                                                                                                      (単位：百万円） 

科 目 金 額 

売上高  70,507 
売上原価  25,136 

売上総利益  45,371 
販売費及び一般管理費  38,218 

営業利益  7,152 

営業外収益   

受取利息 49  

受取配当金 0  

為替差益 2  

受取賃貸料 41  

受取事務手数料 19  

受取補償金 22  

貸倒引当金戻入額 50  

雑収入 38 224 

営業外費用   

固定資産賃貸費用 20  

貸倒引当金繰入額 622  

雑損失 17 659 

経常利益  6,717 
特別損失   

固定資産除却損 10  

減損損失 152  

店舗閉鎖損失 9  

公開買付関連費用 1,011 1,184 

税引前当期純利益  5,533 

法人税、住民税及び事業税 1,691  

法人税等調整額 214 1,906 

当期純利益  3,626 
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個別注記表 

  

1． 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（1） 有価証券の評価基準及び評価方法 

① 子会社株式及び関連会社株式 総平均法による原価法 

② その他有価証券 

 市場価格のない株式等以外のもの 時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

総平均法により算定) 

 市場価格のない株式等 総平均法による原価法 

（2） デリバティブ等の評価基準及び評価方法   時価法 

（3） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

通常の販売目的で保有する棚卸資産 

 貸借対照表価額は原価法(収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)によっております。 

① 製品 総平均法による原価法 

② 商品 月別総平均法による原価法 

③ 貯蔵品 最終仕入原価法 

（4） 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産(リース資産を除く) 

建物(建物附属設備を除く) 

・1998年３月31日以前に取得したもの 旧定率法 

・1998年４月１日から2007年３月31日までに取得したもの 旧定額法 

・2007年４月１日以降に取得したもの 定額法 

建物以外 

・2007年３月31日以前に取得したもの 旧定率法 

・2007年４月１日以降に取得したもの 定率法 

 ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 ３～50年 

構築物 ３～50年 

機械及び装置 ４～12年 

車両運搬具 ４～６年 

工具、器具及び備品 ２～20年 

 また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌事業年度から５

年間で均等償却しております。 

② 無形固定資産(リース資産を除く)     定額法 

 なお、ソフトウエア(自社利用)については、社内における利用可能期間(５年)に基づいております。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

④ 長期前払費用 定額法 

（5） 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 期末債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権

等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

・退職給付見込額の期間帰属方法 

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。 

・数理計算上の差異の費用処理方法 

 数理計算上の差異は、各事業年度における発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

④ 役員インセンティブ報酬引当金 

 役員に対する業績報酬の支給に備えるため、支給見込額のうち、当事業年度に負担する金額を計上しておりま

す。 

（6） 収益及び費用の計上基準 
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・主要な事業における主な履行義務の内容 

 当社は、化粧品、栄養補助食品等の販売を行っております。これらの製品販売においては、主に完成した製

品を顧客に供給することを履行義務としております。顧客へ支払う対価にあたる販売促進費、販売手数料の一

部は、売上高から控除しております。また、返品権を付して販売される場合の取引価格は、返品による売上控

除見積額を控除した金額としております。返品による売上控除見積額は、過去の返品実績等に基づく最頻値法

を用いて算定しております。また、当社は、個人の顧客に対し、商品等の購入に応じてポイントを付与するポ

イントプログラムを導入しております。顧客に付与されたポイントは、当社商品等の購入時の支払への充当が

可能であり、顧客との契約において付与したポイントのうち、当該ポイントが重要な権利を顧客に提供する場

合、将来顧客が行使することが見込まれるポイントを履行義務として、貸借対照表上の契約負債に計上してお

ります。取引価格は、これらのポイントに係る履行義務とポイントの付与対象となる商品等に係る履行義務に

対して独立販売価格の比率に基づいて配分しております。ポイントの履行義務に配分され、契約負債に計上さ

れた取引価格は、ポイントの利用に従い収益を認識しております。 

・当該履行義務を充足する通常の時点 

 「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、国内の販売においては、

出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認

識しております。 

（7） その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

 資産に係る控除対象外消費税等は、当事業年度の費用として処理しております。 

 

 
 
2．貸借対照表に関する注記 

（1） 有形固定資産の減価償却累計額 17,717百万円 

減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。 
 
（2） 保証債務 

関係会社の金融機関での為替予約残高に対する保証 

    FANCL ASIA (PTE) LTD 144百万円 
 
（3） 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

① 短期金銭債権 2,916百万円 

② 短期金銭債務 3,105百万円 

区分表示されたものは除いております。 
 
 
3． 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  

 未払事業税 23百万円 

 賞与引当金 279百万円 

 契約負債 773百万円 

 貸倒引当金 627百万円 

 退職給付信託 250百万円 

 関係会社株式 403百万円 

 長期未払金 282百万円 

 資産除去債務 111百万円 

 減損損失 217百万円 

 その他 679百万円 

繰延税金資産小計 3,650百万円 

  評価性引当額 △1,466百万円 

繰延税金資産合計 2,184百万円 

  

繰延税金負債  

 資産除去債務に対応する除去費用 △19百万円 

 その他 △23百万円 

繰延税金負債合計 △42百万円 

  

繰延税金資産の純額 2,141百万円 
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4． 関連当事者との取引に関する注記 

（1） 親会社 

種 類 会 社 等 の 名 称 

議 決 権 等 
の 所 有 
（被所有） 
割 合（％） 

関連当事者 
と の 関 係 

取引の内容 
取引 金額 
（百万円） 

科   目 
期末残
高 

（百万円） 

親会社 
キリンホールディング
ス ㈱ 

被所有 
直接 
100.0 

役 員 の 兼 任 
当社の経営管理 

資 金 の 貸 付 
(注1、2) 

17,761 
関係会社短期貸
付 金 

17,761 

  

(注)1 資金の貸付については、ＣＭＳ(キャッシュ・マネジメント・システム)による取引であります。 
2 利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。 

 

（2） 子会社及び関連会社等 

種 類 会 社 等 の 名 称 

議 決 権 等 
の 所 有 
（被所有） 
割 合 （ ％ ） 

関連当事者 
と の 関 係 

取引の内容 
取引 金額 
（百万円） 

科   目 
期末残
高 

（百万円） 

子会社 

㈱ フ ァ ン ケ ル 美 健 
所有 
直接 
100.0 

役 員 の 兼 任 
資 金 の 援 助 

商 品 の 仕 入 
(※1) 

22,291 買 掛 金 2,971 

資 金 の 貸 付 
(※2) 

- 

関係会社短期貸
付 金 
関係会社長期貸
付 金 

600 
6,350 

㈱ ネ オ エ フ 
所有 
直接 
100.0 

役 員 の 兼 任 
資 金 の 援 助 

資 金 の 貸 付 
(※2) 

300 
関係会社長期貸
付 金 
(※3) 

2,300 

 FANCL ASIA（PTE）LTD 
所有 
直接 
100.0 

役 員 の 兼 任 
商 品 の 販 売 

商 品 の 販 売 
(※1) 

5,897 売 掛 金 2,641 

  

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等 
(※1) 価格その他の取引条件は、定期的な価格交渉の上で決定しております。 
(※2) 資金の貸付に係る金利については、市場金利を勘案し決定しており、返済条件は当該会社と個別に交渉し、決定しております。 
(※3) 関係会社長期貸付金に対し、2,014百万円の貸倒引当金を計上しております。また、当事業年度において622百万円の貸倒引当金

繰入額を計上しております。 
 
 

 
5．１株当たり情報に関する注記 

（1） １株当たり純資産額 20,976,189,207円33銭 

（2） １株当たり当期純利益 1,305,832,046円22銭 
 
(注)1 2024年11月15日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき消却することを決議し、2024年12月19日付で消却しておりま 

す。  
2 当社は2024年12月20日付で普通株式40,000,000株につき１株の割合で株式併合を行っております。当事業年度の期首に当該株式併合が 
行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定しております。 

 
 

6．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 
 
※ 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 


